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ラテンアメリカ 1968 年論 
（4）チリの場合 

 小 倉 英 敬

〈アブストラクト〉
　Ha nacido en Chile el gobierno de Salvador Allende de la Unidad Popular con apoyo de Partido Demócrata 

Cristiano en asamblea conjunta en el parlamento después de la elección presidencial realizada el 4 de setiem-

bre de 1970.  Para la formacón de Unidad Popular contribuyó mucho la radicalización del Partido Radical y el 

levantamiento de la ala izquierdista interna del PDC aumentando su descontento con el ritmo de la reforma 

agraria del Gobierno de Eduardo Frei del PDC en 1968-69.  

　En este articulo el autor intenta analizar el fundo que existía atrás de la radicalización de los PR y de la ala 

izquierdista del PDC y las cauzas del fracaso del gobierno de Allende en 1972-73 focando en los fenómenos 

que aparecieron en las clases medias en Chile entre 1968 y 1973.

1．はじめに

　1970年 9月 4日に行われた大統領選挙において人民連合（UP：Unidad Popular）の候補サルバドル・
アジェンデ・ゴッセンス（1908～1973）が 36.3％を得票し，その結果憲法の規定に従って議会の両院
合同総会において決選投票が実施されるはずであったが，3位のトミッチ候補を擁したキリスト教民主
党（PDC：Partido Democrata Cristiano）がアジェンデ支持を決定したこと，及び 2位に入った国民党
（PN：Partido Nacional）のホルヘ・アレサンドリ・ロドリゲス（1896～1986）候補が辞退したことから，
アジェンデの勝利が確定し，11月 4日に世界初の選挙で選ばれた社会主義政権が成立した。アジェン
デ政権は，1973年 9月 11日に発生したアウグスト・ピノチェッ・ウガルテ（1915～2006）陸軍総司令
官が率いる軍部クーデターによって打倒されて崩壊したが，アジェンデ UP政権が成立した過程，およ
び政権成立後の加盟政党の分裂・再編の過程には中間階層の意向が大きく影響した。従って，1960年
代後半から 1970年代初頭に至る間の中間階層に基盤を置く諸政党の動向が重要な意味を持った。
　本稿は，チリにおいて 1968～72年の間に生じた PDC及び急進党（PR：Partido Radical）という中間
階層を基盤とする 2政党の動向から UP政権の成立及び崩壊過程を検証することにより，特にチリの
1968～69年が有した政治的意味を解明することを目指すものである。従って本稿は UP政権期の政治
全般や UP政権崩壊に至る政治プロセスの分析を目的とするものではないことを予め申し添える。

2．チリ政治・経済の特徴

（1）経済構造と経済情勢
　チリは，スペインによる植民地支配下で〈中枢―周辺〉関係の中で従属的な位置を強いられ，19世
紀初頭の独立後は鉱山業者，大地主，銀行家等が外国資本と連携した寡頭支配層を形成したが，特に
19世紀後半からイギリス資本が硝石産業に，20世紀に入ると米国資本が銅産業に投資し，重要基幹産
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業を外国資本が押さえるという周辺資本主義国特有の経済構造が定着しだした。第一次世界大戦中のド
イツにおける空中窒素固定法の発明により，世界市場におけるチリ硝石の地位は低下し，この結果
1920年代を転機として 19世紀以来優位にあったイギリス資本は後退し，チリにおける米国資本の相対
的優位が確立した。
　そして，20世紀初頭からの萌芽的な産業資本の出現と鉱山労働者を中心とした労働運動の成長によ
り，チリ社会における近代化の動きが芽生え，1920年代（1920～25年）のアレサンドリ政権期以後，
チリの政治権力の中心は，次第に伝統的な大地主・鉱山業者・銀行家の独占状態から都市の資本家階
級・中間層との共存状態へと変化した。こうした近代化プロセスの中で，1922年にはチリ共産党（以
下，「共産党」）が，1933年にはチリ社会党（以下，「社会党」）が結成された。
　その後，1930年前後の世界経済恐慌と先進資本主義諸国の経済ブロック化によりチリは貿易立国と
しての立場を維持できなくなり，従来の自由貿易主義・自由主義的経済政策から保護貿易主義へと転換
し，輸入代替産業の振興を中心とした工業化を開始した。とりわけ 1938年の人民戦線政権の成立後，
国家の大規模な経済への介入を通じて，計画的な工業化を推進し，一定の成果をあげるとともに，ラテ
ンアメリカではあまり類をみない確固とした議会制民主主義の定着と安定的な中間層と強力な労働者階
級の成長がみられた。この時期からチリ軍部における政治不介入の原則を堅持したが，政党レベルで
は，1933年に社会党が結成され，1939年には保守党から分裂し中間層に支持基盤を置く国民ファラン
ヘ党（PDCの前身）が結成された。1936年には急進党・社会党・共産党による人民戦線が結成され，
1938年に実施された大統領選挙において急進党のアギーレ・セルダが勝利して人民戦線政権が成立し
た［吉田：17］。
（2）人民戦線
　共産党は，コミンテルン（共産主義インターナショナル）から派遣されたペルー共産党書記長のエウ
ドシオ・ラビネスの指導下で，反教権的な自由主義者，中産農民，新興の企業者層とのゆるやかな同盟
を急進党に提案した。だがそれは共通の政治路線によるよりも共通の利益にもとづいて集結したもので
あった。チリの人民戦線の実際の形成基盤は，中道左派の急進党が政治的主導権を掌握したいという強
い欲求をもっていたこと，および共産党が急進党のそうした姿勢を支援したことにあった。1938年の
大統領選挙において人民戦線を形成した共産党，社会党，急進党に支援された急進党の候補者ペドロ・
アギーレ・セルダ（1879～1941）は，本来保守的な地主であった。アギーレ・セルダは，理論的にはそ
れと闘うために人民戦線が形成されたファシスト勢力の協力をも得て勝利した。その背景には，1938

年 9月 5日に起こった事件があった。この日，ゴンサレス・フォン・マレアスがひきいるチリの「ナチ
運動」は大統領官邸の近くにある「労働共済基金」を占拠して，ミュンヘンのビアホール決起の模倣を
演じた。アルトゥーロ・アレサンドリ・パルマ政権（1868～1950）はこれに対してきびしく対処した。
ナチ党は，選挙に出馬を計画していたかつての元大統領のカルロス・イバニェス・デル・カンポ（1877

～1960）とともに，戦術転換をして人民戦線の支持にまわった。こうして，アギーレ・セルダは実施さ
れた選挙において僅差で保守党のグスタボ・ロス候補を破った。
　チリ人民戦線は，マルクス主義者，急進党員，およびファシストをも含む奇妙な政治ブロックとなっ
た。共産党はモスクワからの指令にしたがって，アギーレ・セルダ政権の閣僚のポストを受け入れなか
った。社会党はどの程度まで参加するかという問題をめぐって深刻な分裂をみせたが，結局 3つのポス
トを受け入れ，厚生大臣には，後に 1970年に大統領となるサルバドル・アジェンデが就任した。しか
し，急進党は社会党の望む国有化の推進計画の実行に乗り気でないことがやがて明らかになった。1940

年には 3人の有産階層出身の急進党員であるウンベルト・アルバレス，クリストバル・サエンス，ビク
トル・ミリエールが内閣に加わったことで，この政権は右傾化し始めたが，社会党はこれに反発して閣
外に出た。
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　共産党がはじめて入閣したのはゴンサレス・ビデラ大統領の政権期であった。同政権は，当選の承認
を取りつけるため右派の自由党に密約を与えたため，政権就任当時から制約をうけていた。ゴンサレ
ス・ビデラ政権の内閣は当初 3人の急進党員，3人の自由党員，そして 3人の共産党員からなっていた。
社会党は閣外にあったので，共産党は，労働組織の要所から競合組織であった社会党員を排除するため
に新たに入手した権力を利用した。しかし社会党は，こうした共産党のやり方にやがて仕返しをするこ
とができた。共産党は中間層を基盤とする急進党や右派の自由党と提携したことによって，かつての左
派のあいだで孤立し，ゴンサレス・ビデラが共産党を排除しようと決めたときには，手の打ちようがな
くなっていた。ゴンサレス・ビデラは 5か月後，「冷戦」という環境下で，内閣から共産党員を排除す
ることを決め，さらに 1948年には「民主主義防衛法」をつくり，この党を非合法化した。この法律は
さほど厳格には適用されなかったとはいえ，共産党は 1958年まで非合法化された［モス：47―51］。
（3）人民行動戦線（FRAP）の成立
　チリは第 2次世界大戦に際して連合国側につき，その原料補給地（銅の低価格輸出等）となったが，
他のラテンアメリカ諸国と同様に，世界大戦の終了と米ソを軸とした東西冷戦の本格化とともに，1948

年のリオ・デ・ジャネイロ条約による米州機構（OAS）の結成を経て，米国の「裏庭」へと再編された。
他方，国内においては人民戦線が 1940年代の初めに解消され，前述の通り，1948年にはチリ共産党は
非合法化された。
　1950年代から再び保守陣営が政権を握り，1930年代に開始された工業化が，50年代半ばには既に輸
入代替の比較的容易な第 1段階を終え，工業化の第 2段階に入ったが，米国資本が握る銅産業が支配的
なモノカルチャー経済体制を脱却するまでには至らず，この時期より，それまでの産業の保護育成の結
果としての独占化の傾向と経済の著しい停滞，インフレの昂進，国際収支の悪化，労働者による激しい
賃上げ闘争等，その後のチリ経済に特徴的な事態が定着しはじめた。
　このため，この 1950年代半ばから，保守系のイバニェス政権は，米国から経済使節団を招き，その
勧告に基づいて，それまでの国家主導型の成長政策を転換して，物価安定・インフレ克服策としてきび
しい緊縮財政政策，民間主導型の経済，外資依存型政策等，自由主義的な経済政策を導入したが，これ
は失業，賃上げの抑制等，国民に一方的で多大の耐乏生活を要求するものであり，大きな効果をもたら
さず，国民の不満を醸成しただけで，労働運動はますます活発となり，1953年に諸党派を統合して結
成された「チリ労働者中央組織（CUT）」を主軸とした大規模な経済闘争と共産党を非合法化した「民
主主義防衛法」の廃止を求める政治闘争が展開され，保守政権に不満を抱く中間層を基盤とする政党で
ある PDCも 1958年に結成された。1958年の大統領選挙を前に共産党と社会党によって人民行動戦線
（FRAP）が結成され，1958年と 1964年の大統領選挙にはアジェンデを擁立して闘った。
　1958年の大統領選挙は激戦の末，保守勢力の小差の勝利に終わり，アレサンドリ保守党政権が成立
したが，保守勢力の小差による勝利はチリ社会における労働者と中間層の政治勢力の成長，そして保守
勢力の退潮傾向をはっきりと示したものであった。この傾向を更に促進した要因は，保守政権が継続し
た自由主義的経済政策と，1959年のキューバ革命の成功とその社会主義化がラテンアメリカ諸国に与
えたインパクトであった。
（4）アレサンドリ保守党政権
　1958年の大統領選挙に勝利した保守党のアレサンドリ政権は，イバニェス政権の自由主義的経済政
策を踏襲したが，インフレの抑制には成功したものの，経済成長は鈍化し，遊休資本設備は増大し，失
業も増加した。このため保守政権に対する不満と批判は強まり，労働運動が激化するとともに経済政策
に対する批判も激しさを増した。この時期に，アレサンドリ政権の物価安定化政策を経済学的に批判
し，インフレの元凶は，保守勢力の「通貨学派」が言うように金融当局による過剰流動性供給にはなく，
むしろ農業部門における低生産性にあり，これを支えている大土地所有制に問題があるとして，農地改
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革を含むチリ社会の構造的改革＝近代化を主張したのが，PDC（そして ECLAC）の「構造学派」の経
済学者群であり，チリ経済の現状をめぐるこの「構造学派」と「通貨学派」の論争はチリだけでなく，
ラテンアメリカにも大きな影響を与えた。
　またキューバ革命は，第三世界における反帝国主義・民族解放の闘争を一歩進めたものとして画期的
であっただけでなく，ラテンアメリカの現代史を二分するほどの衝撃的な事件であった。その影響は，
左翼陣営の側では従来の既成左翼の平和革命路線＝民族民主革命と対決する，ラテンアメリカ諸国にお
けるゲリラ闘争の激発としてあらわれ，ラテンアメリカの支配階級である地主・資本家から成る寡頭勢
力に大きな脅威をもたらした。このため保守陣営は，1960年代のはじめにケネディ政権の主張の下に，
キューバ型の革命を未然に防止することを目的とした「進歩のための同盟」を大陸的な規模で実施する
ことを容認した。これは米国の資金援助により，ラテンアメリカ諸国で，農地改革，税制改革，教育改
革などの諸改革を通じて経済成長を促進し，民衆の生活水準を引き上げ，政治の安定をはかろうとする
「上からの近代化路線」であり，実態としては，米国が西半球の安全のためにラテンアメリカの保守勢
力に「改革」という一定の譲歩を迫り，その代償として米国を主導者とする「反共同盟」を構築すると
いうことに真の狙いがあった。
　この大陸的な規模での近代化路線はチリにも影響を与え，1962年にはアレサンドリ政権のもとでチ
リ史上初めての農地改革法が施行されたが，これは農地改革への糸口を開いただけの名目的なものに終
わった。
　以上のような諸要因（経済の停滞，インフレの昂進，左翼勢力の増大，保守陣営の退潮傾向，「進歩
のための同盟」など）を背景として，1964年にエドゥアルド・フレイ・モンタルバ（1911～1982）
PDC政権が成立した。フレイ政権が成立したのは，① 1963年の地方選挙で PDCが既にチリで最大の
政党に成長していたという実績があった上に，②チリ経済社会の修正資本主義的な構造改革の諸政策を
「自由の中の革命」のスローガンのもとに提示して中間層をつかむとともに，大衆政党としてのイメー
ジ化に成功し，そして③ 1964年の大統領選挙の前哨戦と目された 1964年 3月のチリ中央部のクリコ州
での下院議員選挙で左翼統一候補が当選したために，退潮著しかった保守陣営が左翼勢力の伸長に不安
を抱き，自力では勝てないとみて独自の候補をたてず，PDC候補のフレイ支持にまわったからであった。
（5）フレイ PDC政権と農地改革
　PDCは，1957年に創立された中間層に支持基盤を持つ政党で，1960年代の初めにはそれまでの小党
から地すべり的にチリ最大の政党へと躍進し，「自由の中の革命」を標榜して左右の勢力に挑戦，1964

年から 1970年まで政権を担当，銅資源の漸次的国有化（チリ化政策と呼ばれた），農地改革，経済成長，
保護主義的な地域的市場アンデス共同市場への加盟，その他，チリ経済・社会の構造的改革と近代化を
はかった中道改良主義政党であった。フレイ PDC政権は，1959年のキューバ革命以後の反共・改良主
義の同盟である「進歩のための同盟」においてラテンアメリカにおける民主主義と近代化の模範例とし
て米国が最も期待した改良主義政権であった。
　PDCの源流は，1920年代後半から 50年代にかけてのチリ社会とチリのカトリック教会（教徒）の動
きと密接な関係があった。すなわち，チリでは 16世紀のスペインによる征服以来歴史的にずっとカト
リックの影響が強く，1925年に国家と教会の分離が行われたが，それまでカトリックと言えば，これ
を信仰の領域に限定する家父長主義的・権威主義的カトリックを指し，政治的には 19世紀以来の支配
者政党である保守党支持，社会的にはキリスト教社会秩序，経済的には自由放任主義的資本主義の擁護
を意味していた。チリにおいては 20世紀に入って社会問題が深刻化し，鉱山労働者を中心とした労働
運動が活発化して，これを弾圧する悲惨な事件が多発したが，1910年代半ば頃からレオ 13世の回状
（1891年）を契機として，キリスト教会は信仰の問題ばかりでなく，民衆の現実の苦悩にも関心を寄せ，
その解決に積極的に取り組んでいくべきだとする考え方がカトリック教会（特に司祭）の中に芽生え始
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めた。この新しい考え方は，「社会キリスト教教義（Los Principios Social-Cristiano）」と呼ばれ，伝統的
な大土地所有層の斜陽化，都市工業資本家と労働者階層の成長，中間層の出現，都市化などのチリ社会
の近代化が始まった 1920年代に影響力を拡大し始め，とりわけ世界経済恐慌の影響を受けた激動期で
あるイバニェス政権期（1927~31年）に現実の社会に対する批判的倫理として，特に中間層の学生・
青年層に多大な影響を与えた。
　世界経済恐慌は当時一次産品輸出国であったチリに大きな被害をもたらしたが，この時期の政治的・
経済的・社会的大混乱のなかでイバニェス独裁政権の打倒に参加し，それまでの自由放任主義的経済体
制に疑問を抱いた保守党青年部の人々（エドゥアルド・フレイ，ベルナルド・レイトンに代表される）
が，ほぼ同時期にチリ社会の「社会問題」に目を向けた。彼らはカトリック教会内の進歩的な運動（ア
ルベルト・ウルタド，マヌエル・ラライン，ホセ・マリア・カロなどの諸神父に代表される）と連動し
て，フランスの思想家ジャック・マリタンのカトリック的共同体思想を拠り所としつつ，1930年代の
末に保守党から別れ，その後 50年代にかけて形成したのが PDCであって，その潮流は従来のカトリッ
クと区別して「社会キリスト教主義」と呼ばれ，その後カトリック教会内においても次第に主流派を形
成，その方針は，キリスト教的ヒューマニズム，政治的民主主義（反独裁，反共，反ファシズム，反権
威主義），修正資本主義，労働者の企業経営への参加を主張する（ユーゴスラビアの自主管理方式に似
た）共同体主義（Comunitarismo）にあった。
　これらの政治的・経済的・社会的方針は，特に 1950年代に左右の勢力とのきびしいイデオロギー闘
争を経て形成されたもので，たとえば当時の高率のインフレ抑制政策をめぐっての保守政権の通貨学派
と PDCの構造学派との論争は特に有名である。他方のキリスト教会は，共産党の非合法時代（1948～
58年）に農民運動に関与し，1960年代初頭には，「進歩のための同盟」による農地改革に呼応して教会
所有地を農民に解放してチリの農地改革の先駆けとなった。このような立場が政策として実施されたの
が「自由の中の革命」のフレイ PDC政権時代で，このうち「共同体主義」のほぼ唯一の実現例が「ア
センタミエント」と呼ばれる農地改革（共同経営）方式であった。
　1960年代の末にこの潮流にはさらに変化が生じた。フレイ政権の行き詰まりと 70年の大統領選挙を
前にして，PDC左派（ジャック・チョンチョル・チャイト（1926～），オスカル・ギジェルモ・ガレト
ン・プルセル（1943～）に代表される）は大統領選挙に前後して脱党，統一人民行動運動（MAPU），
ICを形成して UPと合流し，またカトリックの一部も急進化して，神学博士で経済学博士のジェスイ
ット派のゴンサロ・アローヨ神父（1925～2012）をリーダーとする「社会主義をめざすキリスト者運動
（Cristianos por el Socialismo）」を結成してアジェンデ政権を支持した。
　従って，1960年代末からアジェンデ時代にかけて，政治的には，保守の国民党，中道革新の PDC，
左翼の UPの 3大潮流に対応するかたちで，キリスト教（会）も右派の家父長主義的なカトリック（エ
ミリオ・ルイス・タギレ神父がその代表），中間派（主流派）の社会キリスト教派（ラウル・シルバ・
エンリケス神父がその代表），左派（少数派）の革命的カトリック（ゴンサロ・アローヨ神父がその代
表）に分かれていた。
　以上が PDCとカトリック教会の略史であるが，PDCはアジェンデ UP政権時代にチリ最大の単独政
党としてアジェンデ政権の成立とその崩壊に最大の役割を果した。すなわち，アジェンデ政権の登場を
支持した PDCは，最初は改革プロセスを見守っていたが，主要産業・企業の接収・国営化や農地改革
などの急進的な行き方を前にして，「アジェンデ政権はソ連と同じ全体主義的な社会主義をめざしてい
る」としてその民主性を否定し，1971年の中頃からアジェンデ政権に敵対するようになり，アジェン
デ政権による「違法で強権的な」支配を糾弾し，政治的民主主義の尊重と国家・党の支配によらない労
働者の経営参加の実質化を主張してユーゴ型の「民主主義的社会主義」，あるいは「共同体的社会主義
（Socialismo Comunitario）」を対置した［吉田：36―38］。
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　PDCは 1964年の大統領選挙で圧倒的な勝利をおさめるとともに，翌年にはさらに党勢を拡大し，こ
のため当時 PDC政権は今後 30年間は存続するだろうと言われていた。事実，近代的・大衆的な政権と
して出発したこの PDC政権は，米国資本が握る銅資源の漸次的国有化（チリ化政策），本格的な農地改
革の着手，経済成長政策，所得再分配政策，労働組合・大衆組織の育成など，チリ経済社会の近代化を
推進したが，しかし，6年の任期後半（1967年頃）には，経済成長の鈍化，失業・インフレの増大，農
地改革の停止（10万戸の自作農の創出を公約していたが 2万数千戸に終わった）など，行き詰まりを
みせた上，労働争議・小作争議を弾圧したりしたため，多くの批判にさらされるようになった。
　特に，農地改革の停滞はその後 PDCを大きく分裂させる原因となった。チリ社会に定着していた伝
統的なラティフンディオ（反封建的な大土地所有制）は閉鎖的な家長制の世界であり，そこでは，地主
と彼のために働く住み込み小作農（インキリーノ）とのあいだには強い個人的なつながりがあった。し
かしそうした世界は，新しい地主階級（身分の証しとして，あるいは，インフレに対するヘッジとして
土地を買った実業家と鉱山主）と新しい労働者階層の出現によって徐々に崩壊していった。　
　この新しい農業労働者層はアフェリーノと呼ばれ，地主の敷地内に住まないで近くの村落に住む賃金
労働者であり，従って，住み込みの小作層よりも独立心が強く，かつ経済動向の影響を受けやすかっ
た。小作農自体は，大土地所有者であった旧家が身売りをし始めたため，自分たちの主人に対してそれ
ほど忠誠心をもたなくなっていった。事実，1925年から 1960年の間に中央平野の農場の 60％が所有
者を変えたのである。
　1958年にアレサンドリ保守党政権が発足した頃には，農地改革への強力な圧力が形成されていた。
チリのもっとも裕福な農業地帯である中央平野は，その後入植が進み人口が過密となった南部地方とは
対照的に常に大土地所有制が支配的な地域であった。1955年に南部の生産年齢人口の約半数が土地を
所有していたのに対して，中央平野ではその比率は 5分の 1以下であった。しかし 1920年代から 1930

年代に少数の左翼活動家が短期間介入したのを除けば，農民の反抗運動はほとんど起こらなかった。
　アレサンドリ政権の土地改革案が成立した 1962年頃には農民はまだ重要な政治勢力だと考えられて
はいなかった。キューバ革命は多くのラテンアメリカ人民にショックを与えていたが，圧倒的に都市社
会となっていたチリにおいてその影響が反映されるということは少なかった。アレサンドリ政権時代に
右派諸政党に，制限付きの農地改革を受け入れさせたのは，農民の反抗姿勢に対する危機感ではなく，
寧ろ選挙を有利にするための戦術であり，さらに米国主導の「進歩のための同盟」のによる改革への要
請をある程度配慮したものであった。
　1961年の国会議員選挙における右派の大敗（この選挙で PDCはチリ第 2の政党となった）は，アレ
サンドリ政権に参加していた急進党員に危機感を持たせた。急進党は，常にチリの他の政党よりも多く
の職業政治家と公務員から成っており，彼らは，仕事と社会的地位を政府活動と政府の保護によって権
力を奪われるという危険を冒すよりは，時勢の吹いていると思われる方向に姿勢を調節する傾向を持っ
ていた。入閣していた他の 2党（保守用と自由党）の指導者たちも，自前のより限定された改革法を発
布することにより，急進的な土地再分配計画への圧力をかわす機会を模索した。彼らの用いた戦術は，
変革への急進的な圧力に対するガス抜き効果的反応であった。その結果が 1962年に公布された法律
15020号であった。同法は農地改革においては控えめな法律であった。
　チリの農村では 1960年代のなかばまで，小作農と季節労働者の労働に主として依存していた，商品
作物を生産する大規模な地主的土地所有（フンド）と零細農（ミニフンディオ）とが支配的な経営方式
であった。500ヘクタール以上の規模のフンドが農場数の上では 3％であったが 86.9％の土地を所有し，
一方 10ヘクタール以下の零細農が農場数の上では 73.1％であったが 1.1％の土地しか所有していなかっ
た。こうした土地所有・農業経営のあり方が，農業生産力の停滞と農民の貧困の原因であり，ひいては
経済発展の阻害要因でもあって，このためチリは巨額の食料輸入を毎年行わねばならなかった。
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　アレサンドリ政権の農地改革法は，接収を受けた農場主に対する補償金を時価で支払うことを規定し
ており，時価は地方名士から成る委員会で決定されることになっていた。政府は延払いの原則を承認し
ていた（農場主には一時手付金と 15年満期の債権によって支払われることになっていた）が，補償金
が時価で支払われなければならないという規定は，政府の土地接収能力に，財政上厳しい制限があると
いうことを意味していた。いずれにしても，アレサンドリ政権は農地改革に真剣に取り組んだのではな
かった。1200戸足らずの家族が「放置されている」とか「開発状態が悪い」とかいう理由で接収され
た 7万ヘクタールの土地の再分配を受けたにすぎなかった。
　農地改革を急ごうとしたのは PDCであった。1964年に成立したフレイ政権は 1967年に自らの改革
法を通過させるまでにすでに，1962年の法律とアレサンドリが設立した 2つの政府機関―農地改革
院（CORA）と農牧業開発協会（INDAP）―によって備わった権限をより強力に利用した。この 2つ
の機関は PDC党内左派の勢力圏となった。まだ 20代であったラファエル・モレーノが CORAの実行
委員長に，のちにアジェンデ UP政権の農業大臣となったジャック・チョンチョルが INDAPを担当す
ることになり，本来の技術機関から有力な農民運動の拠点へと急速に移行していった。チョンチョルは
以前，国連のラテンアメリカ経済委員会（ECLA）に勤務し，農地改革のためのアドバイザーとしてキ
ューバに派遣されたことがあった。フレイとその閣僚の多くは，土地改革を担当させた若手過激派たち
の急進主義には同調してはいなかった。しかし，フレイたちは，この農業改革案が青年急進派のエネル
ギーを転換し，また銅山の「チリ化」法案のような穏健な立法のための支持をとりつけるために役立つ
ことを計算していた。
　1967年に成立した農地改革法によって，フレイ政権は土地を再分配するためのより強力な権限を得
た。接収を受けた農場主に対する補償金は，農場主自身が納税申告の際におこなった評価額によって分
割で支払われるようになった。農場主は 1％から 10％のみを一時手付金として受け取り，残りは 25年
間にわたり低利率で支払われることになった。このことは，チリの慢性的インフレが進行するにつれ
て，政府の負担が次第に減少していくことを意味していた。個人の土地所有の限度は最高 80「基準」
ヘクタールと改定されたが，実際の物理的な面積は土地の質によって差異があったので，不毛地の多い
南部アイセン県においては，個人農場が 1万ヘクタールにもなる場合もあった。また，別個の立法によ
って，一家族が所有地を小地域に区分して所有し続けるということは不可能になった。しかし政府は，
特に効率の高い農場主にはより大きな農園を保有する権利を承認する用意があった。この分類にあては
まる農園に対する法的な最大限度は 320「基準」ヘクタールと設定されたが，農場の効率を評価する基
準は明確化されていなかった。
　アレサンドリ政権の改革法が，放置されて十分に耕作されていない土地を対象としていたのに対し，
フレイ政権は大農園の現実の耕地面積を重視していた。そうすることによって，PDCは土地分配の方
策として，当時開発経済学者の間に影響力をもっていた「構造学派」的に依拠していた。
　土地再分配の計画を推し進めながらも，生産の諸問題にある程度の関心を示し続けたことは PDCの
功績である。事実，1965年から 1970年までの農業生産の成長率が，就任前の 10年間の年平均成長率
の 2倍となった。他方 PDCが，当初に約束をしたほど土地分配を進めないことを決定したことも事実
である。35万戸に上る土地のない家族のうち 10万家族に農地を与えるというフレイの約束は実現され
ず，約 3万 5000家族が彼の改革の恩恵を受けただけであった。さらに，1968年以後政府が土地分配に
対してより慎重な態度をとったことが，1969年にチョンチョルらが離脱することになった原因の一つ
であった。
　それでもフレイ政権は，任期が終わるまでには 340万ヘクタールに及ぶ約 1400の農場を接収した。
接収された大農園の半分は，「開発状態が悪い」という理由で接収された。また接収された土地の多く
は新しいアセンタミエントに譲渡された。これは一時的な定着を目的として創出された制度であり，2
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年間から 5年間留まることができ，期限が来たとき，農夫たちはどういう形で土地を保有したいかを決
定することになっていた。PDC自体は，「共同体主義」に基づいて土地の集団所有を主張していた。ア
センタミエントは，CORAの職員と彼ら自身の委員会とによって共同経営されることになっていた。そ
の理論的根拠は，集団農場が利益を生み始めた時に返還すればよい前貸金という形で資金を与えること
により CORAが農夫たちの始業を援助するというものであった［モス：104―109］。
　実際には，アセンダード（アセンタミエントの参加者）には，この前貸金を給料とみなすことで満足
する者が多く，給料の不足は少量の穀物を栽培し，それを私利のために売ることによって補うことがで
きた。後にチョンチョルは，私有大地主や全国農業組合（SNA）に対するのと同様の激しい口調でこの
制度全体を攻撃した。後の国営農場制を正当化するに当たって，彼はアセンタミエントは怠慢と排他性
を助長したと主張した。アセンダードは，接収された農場の小作農（インキリーノ）であった人々が多
く，部外者を集団農場に入れることを拒否していたし，時には実際にもっと不幸な季節労働者（アフェ
リーノ）をひどく安い賃金で雇い，下働きさせていた。監視が遠くて行き届かなかったため，彼らはし
ばしばもとの快適な一日 5時間労働の習慣に戻ってしまうという現象も見られた［吉田：103―108］。
　1950年代から PDC系の「構造学派」の経済学者群は，保守陣営の「通貨学派」とインフレと経済停
滞の問題の解明に関する論争を通じて，従来の土地所有・経営方式を批判し，農地改革の必要性を提起
してきたが，フレイ政権は，「10万戸の自作農の創設」をスローガンに，80ヘクタール以上の「基礎灌
漑地」を持つフンドを改革の対象とする農地改革法を議会において 2年がかりで制定，70年までに 6

年間に全耕地の 18％にあたる土地を接収した（農場数 1406，面積 356万 4000ヘクタール）。フレイ政
権の農地改革はチリの歴史上初めての本格的な農地改革として大きな意義を持つものであったが，その
方式は，接収した農地を直接農民に配分するというかたちをとらず，フンドの農民と農地改革公社によ
る過渡的な（3～5年）共同経営方式を導入，この過渡期間の終了後，農民の総意に基づいて土地を配
分し自作農の所有・経営形態にするか，農民自身の共同所有・経営形態にするか，を決めるというもの
であった。これがいわゆるアセンタミエントと呼ばれる農地改革方式である。これによって，約 3万家
族の土地なき農民が受益者になった。これは保守陣営のアレサンドリ政権（1958～64年）が行った農
地改革に比べると，面積の上で 5倍，受益農民家族数で 8倍に相当していた。
　フレイ政権による農地改革の実態を見てみると，旧来のフンドが収用されて，地主が 80ヘクタール
の基礎灌漑地を保留地として機械類，諸施設等とともに確保し取り去った後に残された農地を共同経営
地として設定，生産から流通にいたるまで農地改革公社と農民が共同的に経営するものであった。具体
的には，アセンタミエントの農民は，農民全員による「農民会議」を形成し，この中から選出された議
長他計 5名による「経営評議会」によって，農民の意向を反映しつつ，アセンタミエントの経営が行わ
れた。
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〈キリスト教民主党による農地の収用〉

年 農場数 灌漑地 非灌漑地 計
1965 99 41,260 499,923 541,183

1966 265 57,877 468,326 526,203

1967（1） 131 20,142 115,155 136,297

1967（2） 86 30,443 119,285 149,728

1968 223 44,681 612,566 657,247

1969 314 54,479 807,362 861,841

1970 201 30,987 504,182 535,168

計 1319 279,869 3,128,919 3,408,788

（1）法律第 15020号（1962年）によるもの
（2）法律第 16040号（1967年）によるもの
［出所：吉田 61］

〈アセンタミエントの設置（1965～70年）〉

1965 1966 1967 1968 1969 1970 1965~70

アセンタミエント数    33   62   151   158   229   277   910

面積（千 Ha）  287  146   355   725  1,078   461 3,052

灌漑地   16   17    48    54     68    53    257

非灌漑地  271  128   307   672 1,010   408  2,975

受益家族数  2,061  2,109  4,218  5,644  6,404  8,703  29,139

［出所：吉田 61］

　農地改革公社（CORA）は，資本を提供し，技術的な援助を行うものとされた。この際，農民が旧来
のフンドの時代に給付されていた家屋や家屋周辺の小片地＝自留地はほぼそのままとされた。従って，
農民は自留地と共同経営地の双方で働き，アセンタミエントの生産物を将来売却して得られる前払いで
ある賃金を受け取っていたのである。
　この共同経営の実権は，アセンタミエントの農地の大部分が非灌漑地で，機械類，農耕機具が不足し
ていたために CORAによる大量の投資を必要としたが，フンドに比較して，生産性，経済性，農民の
生活水準の向上，等の側面でまずまずの成績をあげた［吉田：60］。

3．1968～69 年の政治過程

（1）急進党（PR）の急進化
　急進党は 1863年 12月に自由党から分裂し知識人層によって結党された反教権主義な急進主義を特徴
とする，主に公務員，専門職，中小企業経営者，教員，組織労働者管理層等の多様な新興中間層を基盤
とする政党である。1936年に社会党や共産党とともに人民戦線を結成し，1938年の大統領選挙にアギ
ーレ・セルダを擁立して勝利し，人民戦線政府を樹立した。1941年のアギーレ・セルダの死後，同年
に実施された大統領選挙では同党のフアン・アントニオ・リオス（1888～1946）を擁立して勝利した
が，人民戦線政府はリオス政権下の 1942年に事実上解消された。その後，1946年の大統領選挙には急
進党はガブリエル・ゴンサレス・ビデラ（1898～1980）を擁立して急進党・自由党・共産党連立政権を
樹立したが，ビデラ政権は 1948年には共産党を非合法化するに至り，人民戦線の枠組みは完全に消滅
した。しかし，急進党はアギーレ・セルダ政権からゴンサレス・ビデラ政権の 3政権期に合計 14年間
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にわたって急進党主導の政権を維持した。　
　その後，1952年以後は野党の立場に転じ，1958年に成立したアレサンドリ保守党政権を支持して党
員を入閣させ，1962年には保守党や自由党とともに民主戦線（FD）を結成するなど，右傾化傾向を強
めた。他方，キューバ革命の成立後に党内にアルベルト・バルトラ・コルテス（1912～1990）等の急進
的な社会変革を主張する左派が台頭し始めた［Wolpin：159―162］。1964年の実施された大統領選挙に
は党内右派のフリオ・ドゥラン・ネウマン（1918～1990）を立候補させたが，得票率は 4.9％に留まり，
56.0％を得票してフレイを勝利させた PDCの躍進を前に，同じく中間層を基盤とする政党としてその
政治的影響力を低下させた。他方，下院議員選挙においては，1961年には 21.4％を獲得して 147議席
中の 39議席を確保する勢力を維持していたが，1965年の下院議員選挙では得票率は 13.3％に低下させ
議席数も 20議席に減少するなど退潮傾向に陥った。
　急進党は 1965年に開催された党大会以後，ウーゴ・ミランダ，カルロス・モラレス・アバルスアや
青年指導者のパトリシオ・バルデスらの党内左派が勢力を拡大して左傾化を開始し，1966年頃より急
進党主流派はフレイ PDC政権に対する戦略的な代替案を提示する能力を持たないことを露呈し始め，
その結果 1967年には上院議員補選では社会党候補を支持するなど，同年に開催された第 23回党大会に
向けて左派の勢力がさらに強まり，急進党の姿勢を「革命的」と称するまでに至っていた。
　1969年 6月に開催された第 24回党大会は左傾路線を再確認する画期的な大会となり，フリオ・ドゥ
ランらの右派は追放されて，急進民主党（PRD）を結成した。左派が主導権を掌握した急進党は，同年
4月中旬に開催された中央委員会において FRAPを拡大して中間層を基盤とする諸政党にも連携を呼び
かけた共産党の呼びかけに応じて，UP結成に加わることになった。共産党のコルバラン書記長は
FRAPの拡大に関して次のように述べていた。
　「われわれは 1964年に FRAPを提示したが，我が国は当時共産党と社会党だけに最多数の支持を与
える用意はなかった。現在でも状況は変わっていないので，われわれはさらに広範な社会・経済基盤を
もつ人民運動を創出しなければならない」。
　こうして急進党は，党内右派の追放（及び PRDの結成）という党内分裂を経て，1936年に結成され
た人民戦線についで再び共産党や社会党と連携するようになり，UPに公務員をはじめとする重要な中
間層の基盤を提供することになった。
（2）キリスト教民主党の分裂
　他方，前記の通り，フレイ PDC政権が掲げていた農地改革は当初自農層 10万戸の創出を目指して開
始されたが，結果的には受益者となったのは 3万戸にとどまった。このため，農地改革の停滞を批判す
る PDC党内左派の批判が拡大していった。特に，チョンチョルやガレトンらの左派は，1969年 3月に
南部のプエルト・モント市のパンパ・イリゴイエンに発生した農民による土地占拠が暴力的に弾圧され
たことを契機として分離傾向を強め，その結果 5月に開催された PDC全国評議会において左派の批判
が表面化し，5月 19日に左派が離脱して統一人民行動運動（MAPU）を結成した。MAPUは，共産党
等の呼びかけに応えて，1969年 12月にハイメ・ガスムリ書記長（1944―）名で書記長として UP結成
に参加した。この時 PDCを離党してMAPU結成に参加した党員には，アルベルト・ヘレス（1927―），
フリオ・シルバ・ソラル（1926―），ビセンテ・ソタ（1924―）らの下院議員の中堅層や，チョンチョル
やガレトンの他，ラファエル・アグスティン・グムシオ・ビベス（1909―1996），ホセ・ロドリゴ・ア
ンブロシオ・ブリエバ（1941―1972），フアン・エンリケ・ベガ（1943―），フェルナンド・アビラ，ト
マス・モウリアン，ホセ・アントニオ・ビエラ・ガージョ，ハイメ・エステベス，ホセ・ミゲル・ヘレ
ス，エンリケ・ロハス，マリア・アントニエタ・サア，エンリケ・コレア・リオス，カルロス・モンテ
ス，エドゥアルド・アケベド，エドゥアルド・ロハス，ゴンサロ・オヘダ，サムエル・ベージョ，フア
ン・ルス，オマル・ジョフレ，ウラディス・ゴエデ，ルイス・ケサダ，フランシスコ・マンシーヤ等の
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若手の党幹部がいた［Casals：237］。チョンチョルはフレイ政権下では農牧業開発研究所（INDAP）の
所長であったが，アジェンデ政権においては農相に就任して農地改革を加速させることになる。
　MAPUの結成に参加した人々や，なおも PDCに残った左派の人々の多くは，イエズス会のゴンサロ・
アローヨ神父が指導した「社会主義をめざすキリスト者運動」と連動していた。この運動は 1968年 8

月にコロンビアのメデジンで開催された第 2回ラテンアメリカ司教会議で噴出した「解放の神学（Teo-

logía de Liberación）」派の運動の一角をなすものであった。
　「解放の神学」は 1962年にカトリックの原典である聖書への立ち返りと，教会の刷新及び現代社会の
中における教会の位置づけを意図した第 2バチカン会議や，1967年に教皇パウロ 6世が発表した回勅
『ポプロールム・プログレシオ』（諸民族の進歩推進）の影響を強く受けた。この回勅は第 3世界の発展
に関する諸問題について語り，特に資本主義の弊害について論じていた。第 2回ラテンアメリカ司教会
議は，第 2バチカン公会議の精神を，構造的・社会経済的な不正を原因として高じたラテンアメリカ諸
国の諸問題の解決のために適用・実現しようとの目的で開催され，ラテンアメリカの置かれている抑圧
された状況を認識・分析し，そのような抑圧からの「解放」を検討する必要があることが確認され，声
明文が発せられた。また，この会議では，ブラジル等において 1957年頃から始めら得ていた「教会基
礎共同体」運動への支持が公式に表明され，事実上「解放の神学」が肯定されたかのように受け取られ
た。チリにおける「社会主義をめざすキリスト者運動」もこのような「解放の神学」の一角をなすもの
と考えられた。このように，第 2回ラテンアメリカ司教会議で肯定された「解放の神学」派の運動は，
チリにおいても 1920~30年代に形成された「社会キリスト教」派の流れをひく PDC左派やMAPUの
運動に大きな影響を与えたのである。
　1971年 7月，ガスムリやアケベドらのMAPU代表団が同年 7月 26日のキューバ革命関連式典に参
加するため招待されてキューバを訪問した。一行はキューバ滞在中にフアン・エンリケ・ベガ駐キュー
バ・チリ大使とともにフィデル・カストロ首相（当時）と会見したが，その際カストロはMAPUがマ
ルクス主義路線に転じることなく，キリスト教左派に留まるよう説得した。しかし，アケベドらの
MAPU指導部はこの説得を拒否し，反ソ的なマルクス主義路線を明確にしていくことになり，翌 1972

年 10月に開催された第 2回党大会でMAPUは分裂することになる。
（3）人民連合成立
　PDCの分裂によるMAPUの結党を踏まえ，共産党は路線的に同党に接近しつつあった急進党を主な
対象として，より本格的に FRAPを拡大して中間層をも包摂する統一戦線の結成を目指した呼びかけ
を行った。その結果，急進党，MAPUに加えて，中間層を主な基盤とする小規模な政党である独立人
民行動（API）と社会民主党（PSD）がこれに応えた。
　他方，社会党では党内が FRAP拡大路線に一本化されていなかった。1967年には元書記長のラウル・
アンプエロらのグループが選挙重視路線をとろうとする指導部の戦術に反対して除名され人民社会主義
連合（USOPO）を結成した。しかしその後も党内は統一されず，左派のカルロス・アルタミラノとア
ドニス・セプルベダを中心とした左派が FRAP拡大路線に抵抗し続けたが，1969年 7月 11～13日に開
催された中央委員会総会において，党内右派・中間派が主導権を握って，「国の現実を客観的に分析し
た結果，1970年の大統領選挙を放棄することはできず，党内外の情勢からわが党はその戦いに参加し
なければならないし，参加すべきであるとの結論をくだし」［人民戦線史翻訳刊行委員会：293］，アジ
ェンデを擁立して UP結成に参加した。共産党は，同年 11月に開催された第 16回党大会において，さ
らに同盟を拡大する可能性を残しつつ，確保された広範な同盟を強化する必要性を強調して，「人民政
府樹立のための人民連合」路線を再確認した［Casals：242］。
　1969年 12月 17日に上記の 4政党と 2運動の 6組織が『人民連合の基本綱領』に合意し，同 26日，
共産党委員長のルイス・コルバラン，社会党委員長のアニセート・ロドリゲス，急進党のカルロス・モ
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ラレス，PSDのエステバン・レイトン，PAPUのハイメ・ガスムリ，APIのアルフォンソ・ダビドの 6

名が書記のラウタロ・オヘダとともに『人民連合協定』に署名した。
　『基本綱領』は，次のように記されていた。
　「前文　人民連合の調整委員会を構成する各政党，各運動は，それぞれの独自の哲学や政治的な立場
をそこなわずに，わが国の現実を以下のように特徴づけ，共同行動の基礎となる綱領的な提案をおこな
うことで，完全に一致した。ここにそれを発表し，人民の検討に委ねるものである」［人民戦線史翻訳
刊行委員会：207］。
　そして，内容的には，「チリはいま，深刻な危機を生きている。それは経済的，社会的な停滞のなか
に，一般化した貧困のなかに，そして労働者，農民，その他の被搾取階層のなめている，あらゆる種類
の後退のなかに現れている。それは同時に，事務労働者，専門家，中小企業家の直面している困難の増
大や，婦人，青年の就業の機会の極端な低さに現れている。チリにおけるこれらの諸問題は，解決する
ことができる。わが国は，銅をはじめとする鉱物資源，大きな水力発電能力，広大な森林，海産物に恵
まれた海岸線，十分すぎるほどの農業用地など，豊かな資源をもっている。さらにチリには，その国民
の労働と進歩にたいする意欲があり，また技術的，専門的な能力もある。では，失敗はどこにあったの
か。チリにおいて失敗したものは，現代の必要に照応しない制度である。チリには，帝国主義に従属
し，外国資本と構造的に結びついている一部のブルジョアジー，国の基本的諸問題―それらは，まさ
に彼らが決してみずから放棄することのない階級的特権から生まれているのである―を解決すること
ができない一部のブルジョアジーに支配される資本主義国である」との基本的認識から諸問題の実態を
詳述した上で，社会的所有，私的所有，混合分野からなる混合経済に基づく「新経済の建設」を掲げて
構造的な変革を提起した。また，「国が必要としている革命的な変革は，チリ人民が権力を握り，それ
を実際に，かつ有効に行使したとき，はじめて実現される」と「人民権力」の樹立を掲げ，「労働者，
人民が権力を実際に行使する新国家を建設するために，現在の諸制度を変革すること」を主張した。［同
掲書 207―232］。
　また，12月 26日に署名された『人民連合協定』は，「われわれは，掲げられるにいたった綱領的諸
目的が，われわれがかちとろうとする “人民政府”の実施する国の政治についての新しい概念とかたく
結びついたものであることを知っている」と述べ，「わが国が緊急に要求している抜本的な変革を真に
もたらす政府をかちとるという確固たる目的をもって大統領選挙をたたかう」と表明し，さらに大統領
選挙が実施される「1970年 9月以降も連合をまもり，チリを帝国主義と搾取と貧困とから解放するに
あたり，回避することができないあらゆる段階に確固たる決意をもって一致してたちむかうであろう」
と，大統領選挙をこえて，チリの構造的変革に向けて連合を継続することを主張した［同掲書 197―
198］。
　大統領選挙に向けて，社会党が 8月に開催された中央委員会総会においては 4回目の立候補となるア
ジェンデを擁立することに否定的な意見も多く，賛成 13票，棄権 14票で漸くかろうじてアジェンデ擁
立を決定した［Casals：254］。他方，共産党は当初詩人パブロ・ネルーダを，急進党はバルトラを，
MAPUはチョンチョルを，PSDと APIはラファエル・タルードを擁立した。UPに加盟した 6組織の間
での調整ではアジェンデとタルードが残り，最終的にアジェンデを擁立することで合意に達し，1970

年 1月 22日に UPはアジェンデを大統領候補に指名した［Casals：256］。UP内部だけでなく，社会党
内部にもアジェンデ擁立に関して否定的な傾向が存在したことは留意しておくべきであろう。
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4．1970 年大統領選挙とアジェンデUP政権の成立

（1）1970年大統領選挙
　大統領選挙の実施に向けて，一方では 1969年 10月 21日にサンティアゴ市内のタクナ兵営を拠点と
する砲兵連隊が連隊長ロベルト・ビオー・マランビオ将軍の指揮下で立てこもり事件を起こし，他方
1970年に入ると選挙を通じた権力掌握に批判的な姿勢をとる極左派の革命的左翼運動（MIR）による
選挙批判活動が拡大されるなど，大統領選挙に先立って，UPの勝利に向けて否定的な政治的事件も多
発した。
　MIRは社会党から派生したマルクス主義革命前衛（VRM）を前身として，1965年 8月に結成され，
大都市における民兵の反乱を伴ったゼネストと南部諸県における長期にわたるゲリラ活動とを一体化し
た活動によって革命を達成することを目的とした活動を展開し始めた。特に 1967年にルシアノ・クル
ス（1944―1971），ミゲル・エンリケス・エスピノサ（1944―1974），アンドレス・パスカル・アジェン
デ（1943―），バウティスタ・フアン・ショウベン，クロタリオ・ブレストらの若手グループが主導権
を掌握してから学生や南部の農民を基盤に勢力を拡大し，議会民主主義と体制内改革を否定して武装闘
争路線を強化しており，1970年代初頭の政治情勢を複雑化させていくことになる。
　1970年 9月 4日，大統領選挙が実施された。結果は次の通りアジェンデが 1位となったものの，い
ずれの候補も過半数を制することができなかった。

　　　 得票数 得票率（％）
アジェンデ（UP） 1,075,616 36.3

アレサンドリ（国民党） 1,032,278 34.9

トミッチ（PDC） 824,849 27.8

　1964年に実施された大統領選挙においては PDCのフレイが 56.0％を得票していたことと比較するな
ら，PDCの停滞と，1966年に保守党と自由党の保守 2党が合同して結成された国民党が善戦したこと
が確認できる。他方，アジェンデが FRAPの候補者として出馬した前回 1964年の大統領選挙での得票
率 38.9％を下回り，36.3％しか得票できなかったことが，その後のアジェンデ政権成立後に同政権が直
面する問題を引き起こすこととなる。
　UPはアジェンデの勝利を目指して，3位となった PDCに対して，UPへの参加，あるいは予定され
た国会の上下両議員合同会議における決選投票でのアジェンデ支持を申し入れた。アジェンデ UP政権
成立の可能性が高まる情勢の中で，これを阻止する目的で 9月 10日には極右テロ組織である「祖国と
自由」が結成され，10月 22日には軍は憲法を遵守するとの表明を行ったレネ・シュナイダー陸軍総司
令官が暗殺される事件など，UP政権の発足を阻止しようとする諸事件が発生した。しかし，10月 15

日に下院において UPと PDCによって「民主主義保障条項」が可決されたことによりアジェンデ当選
が決定し，10月 24日上下両院合同会議においてアジェンデが大統領に指名された。
（2）アジェンデ政権の路線
　UPの理念の路線は，前掲の「基本綱領」や 1970年 11月の政権成立直後の発表された「人民政府の
最初の 40項目施策」［Cockcroft：278―281］に示されたが，2文書を要約すれば，UPが掲げた変革の
方針は，人民の革命過程への参加を促進することを強調し，人民の諸要求の実現と平等主義を社会的理
念とするものであり，議会主義の下での社会主義をめざした民族民主革命を課題とした平和革命路線で
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あるが，「廃止すべき対象については明瞭でも建設すべき社会の具体的な未来像は」不明確なものであ
った［吉田：26］。アジェンデ政権は，社会主義社会建設に向けた前提となる過渡期社会の構築を目指
して，「人民権力の樹立」，「新経済政策」を達成する経済政策として銅鉱山の国有化，独占企業の国有
化，農地改革，所得再分配等を実施した。
　しかし，アジェンデ政権は議会内外で少数派であったため，立法能力に限界があり，そのために上記
の諸政策の実施のためには，1971年 7月に公布された銅鉱山の国有化に関する憲法修正法を除いて，
新しい諸法案を議会に提出することを断念し，既存の諸法律，大統領権限の拡大解釈に近い方法で動員
しなければならないという限界を有していた。このため，社会変革に向けた法的措置を新たに採用して
改革を進めていくという方法をとることはできなかったため，改革の前進のためには既存法律の拡大解
釈や大衆の動員という強引な手法をとらざるをえず，そのためこのような方法が政権発足には協力を得
た PDCとの対立の拡大や国民党等の反共野党勢力や大企業・地主等の反動勢力の抵抗を増幅させる結
果となり，UP政権が 2年 10ケ月という短命で終わる結果をもたらすことになる。
　アジェンデ政権は，反動勢力の基盤の一つである地主階層の基盤を一掃するためフレイ PDC政権が
徹底化できなかった農地改革を政権当初から加速的に実施し，1972年末までの 2年間に 80ヘクタール
以上の地主をほぼ完全に一掃することに成功した。
　アジェンデ政権の農地改革は，社会主義社会建設のためのチリ社会の革命的変革の一環として位置づ
けられ，大土地所有経営の徹底的な解体，農民運動組織の拡大，改革部門における新しい経営形態の導
入，大規模な投資・援助等をその主要な内容としていたが，3年間で終わったこの過程は，地主階級と
の階級闘争の過程であるとともに，新しい農業経営のあり方を模索し実験した過程でもあった。このこ
とはこの過程の全体が困難に満ちたものであったことを意味していたが，これはアジェンデ政権の農業
政策が，「上からの」改革であったことと，UP内部の各諸党派の方針の対立により，新しい農業経営
のあり方が各諸党派による様々な「実験場」と化してしまったこと等によっても加重された。
　アジェンデ政権は，1970年末に成立して以来，まず大土地所有制の全面的な解体をめざして急速で
大規模なフンドの接収を推進，その速さは政権成立後 1年で PDCの 6年間の接収実績にほぼ匹敵する
ほどであったが，これと並行して農民によるストライキとフンドの実力占拠が急増した。
　ストライキは，1960年代の PDC政権が本格的な農地改革に着手した頃から増え始め，1969年には
1172件，1970年には 1580件であったが，1971年には 1758件に達した。またフンドの実力占拠は，
1969年には 148件，1970年には 456件であったが，1971年には 1273件にものぼった。これらのスト
ライキや実力占拠の特徴は，フレイ政権期に発生したそれらがほとんど経済的要求（賃上げ，その他）
に発したものであったのに対して，アジェンデ政権期のそれらはフンドの早期接収を政府に要求するも
のが多かったこと，そしてこれらがチリの歴史上類例を見ないほど，件数が大規模なことであった。特
に実力占拠の多くは，アジェンデ政権を改良主義と批判し，武装闘争による「人民権力」の樹立を主張
した極左のMIRの指導によるものであったこと，南部の先住民族で歴史的に抑圧され続け，土地を奪
われてきた少数民族のマプーチェ族による「土地奪還運動」によるものであったこと，の二点であった。
　アジェンデ政権の農地改革案は，PDCの改革路線とは質的に異なっていた。アジェンデ大統領就任
後の 2年間に，政府は 3500以上の農場を接収し，その全面積は 500万ヘクタール以上に及んだ。すな
わちそれは，1972年の終わりまでに，いわゆる「改革済み地域」の中に約 4900の農場が加えられてい
たことを意味する。この中には，さまざまな理由で接収された多くの小農地ばかりでなく，フレイの法
律によって土地所有の限度として定められた 80「基準」ヘクタール以上のほとんどすべての土地が含
まれていた。社会党と PDC左派の過激派は 1967年の法律を変えたかった。社会党は限度を 20「基準」
ヘクタール，MIRは上限 5「基準」ヘクタールに定めることを主張したが，政府は国会においては少数
派の立場にあったので，現行の法律に融通性をもたせるということで甘んじなければならなかった。小
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地主たちはまもなく，実際の面積に関係なく，農場を接収するために CORAの職員を利用することが
できる法的口実は多数あるということに気付かされた［吉田：110］。
　チリは 1960年代前半まで，大土地所有者と賃金労働者との差異が極端に大きなラテンアメリカ諸国
の一つであった。1965年以前には，農民の 1.3％にあたる 1000ヘクタール以上の土地を所有する農場
主が，全耕地の約 4分の 3を所有していたと推定されている。フレイの改革は，このパターンを根本的
に変えたのである。そして UP政権においてチョンチョル農相の指導下に全く新しいパターンが現れ，
農業経営を国が独占しようとしたのである。1972年末までに，農地の約 4分の 3が「改革済み地域」
のなかに加えられたと推定されている。
　UP政権の経済政策の基本方針は，帝国主義・独占体・寡頭地主の支配を終わらせ，社会主義社会の
建設のための前提条件を創り出すことにあった。農地改革はこの方針の重要な一環であった。農地改革
に関して，UPはまず第一に，「農地改革は，国の社会・政治・経済機構のなかで促進される全体的な
改革と同時的かつ補完的な過程と考えられるものであり，従ってその実現は他の全政策と不可分のもの
である」とする基本的な考え方を持っていた。すなわち，農地改革は社会全体の変革過程の一環だとす
る理念である。
　第二に，その具体的な措置としては，PDC政権時代の農地改革法（1967年）の徹底的適用と，その
部分的な変更を考えていたことである。これは PDC政権の農地改革の経験への批判と，UPが議会内
で少数派のため新しい農地改革法を立法化できなかったことから導き出されたもので，要約すれば，
（イ）地主制の全面的な解体。その際に，地主に保留地（80ヘクタール）に関する優先的な選択肢を与
えないこと，農地ばかりでなく機械設備，農機具，家畜も収用すること。（ロ）改革部門は優先的に協
同組合的所有形態に組織し，フンド（農園）別のその組織化をやめて地域別にすること，小農や下層農
民もその受益者とすること，（ハ）農業生産の増大と合理化のため，農業への投資・信用供与・技術援
助を拡大し，生産と流通を国家あるいは協同組合の管理におく。（ニ）農民の組織化を促進し，農地改
革の過程に農民を参加させ，農業政策を農民本位のものとするために，その中心的機関として，全国的
および地域レベルに「農民評議会（Consejos Campesinos）」をおくこと等からなっていた。このうち，
PDCの農地改革と異なる新しい政策は，（イ）の，土地以外の資本も接収する，（ロ）の，改革部門の
協同組合的所有形態への組織化，（ニ）の農民評議会の設置，である。従って，UP政権の農地改革の
具体的なレベルでの構想は，PDC政権の改革の延長，そしてその農民の主体化にあったと言うことが
できる。
　その具体的な過程であるが，UPは少数派であったため独自の農地改革法案の提出をあきらめ，まず
PDC政権の農地改革法の徹底化をはかった。その最大のものがフンドの接収であった。UP政権は，
PDC政権の時代に「農牧業開発研究所（INDAP）」の所長で，フレイ政権の不徹底な農地改革に抗議し
て辞任し，MAPUを結成して UPに合流したジャック・チョンチョルを農業相に任命し，「急速で，ド
ラスティックで，大規模」なフンドの接収を実行した［吉田：121―122］。
　1972年までに，すなわち政権成立後わずか 1年半の間に 3282農場，灌漑地約 37万ヘクタール，非
灌漑地約 88万ヘクタール，非農地（山林・荒地）約 400万ヘクタールを接収した。PDC政権期の改革
に加算すると，1965～72年の間に，基礎灌漑地，約 35.5％の農地が改革部門に編入された。

〈1972 年までの農場の接収〉（単位：ヘクタール）
1965～1970 1971 1972 1965～1972

農場数 1,412（28.4％） 1,373（27.6％） 2,192（44.6％） 4,977

灌漑地 290,601（42.7％） 177,581（26.1％） 211,984（31.2％） 680,167

非灌漑地 3,802,738（45.0％） 1,848,260（21.7％） 3,012,690（33.0％） 8,451,703
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計 4,093,339（44.8％） 2,025,841（22.2％） 3,012,690（33.0％） 9,131,870

［出所：吉田 122］

　このように大規模で非常に速いペースで大農場の接収が実施されたのは，PDC政権が主として生産
性の低い伝統的な型のフンドを優先的に接収したのに対し，アジェンデ政権は農村における「人民権
力」を確立する上からも，近代的・合理的なフンドを含む 80ヘクタール以上の基礎灌漑地を持つすべ
てのフンドを接収したからである。アジェンデ政権は，これを PDC政権の農地改革法に基づいて行っ
た。大土地所有経営についてのこの基準に従えば，1972年 6月までにチリの大土地所有経営の解体は
ほぼ完了した。
　アジェンデ政権の農地改革のさらなる特徴は，農民の組織化を通じて農地改革の過程への農民の参加
を促進したことであった。これには農民組合と農民評議会の 2つがあった。農民組合は，チリの歴史で
は PDC政権下で初めて大規模に促進され（その推進者はジャック・チョンチョル），主として小作農・
零細農・雇農の賃金・営農条件の改善のため組織化されたものであり，アジェンデ政権が成立した
1970年末には約 14万人の加盟者が存在していたが，アジェンデ政権はこれをさらに促進し，1972年 4

月までにその加盟者数は増加して約 25万 3000人に達した。
　これらの農民組合は，アジェンデ政権下での階級闘争を反映して政治的に分裂，社会党・共産党系の
「ランキル」農民組合が加盟者の 46％を，PDC系の「トリウンフォ」農民組合が 21％，「リベルタ」農
民組合が 16％，そして「トリウンフォ」農民組合から 1971年に分裂したMAPU系の「労農同盟」が
15.5％を，それぞれ擁していた
　次に農民評議会であるが，これは当初からの構想でもあり，1970年 12月，アジェエンデ政権成立直
後に政令でその創設が公布された。この農民評議会は，各農場の農民組合，アセンタミエント，協同組
合等から選出された代表 1名によって構成される農村レベルでの農民評議会（Consejo Comunal 

Campesino）を基礎として，県レベル，全国レベルにも設けられ，それぞれのレベルで農民の代表と政
府の役人が台頭の条件で，農地改革の進め方，農業政策のあり方を討論し実現していくものとされ，農
民の農地改革・農業政策への参加を保証するものとして，1972年半ばまでに全国レベル 1，県レベル
20，農村レベル 260の農民評議会が創設された。この農村レベルの農民評議会はチリの農村の約 86％
で設置されたことに相当していた［吉田：123―124］。
　また，アジェンデ政権は新しい土地所有・経営形態の創出を図った。UPは接収したフンドを優先的
に協同組合的所有形態に組織替えすることを構想していたが，UP内部に方針の食い違いもあって，こ
の新しい土地所有・経営形態の具体化については大きく立ち遅れていた。このため当初は，PDC政権
の農地改革法の範囲内で大土地所有経営の接収を行い，接収されたフンドには従来通り，アセンタミエ
ントを導入した。
　そして，アジェンデ政権は，政権成立後，ほぼ 1年たった 1971年 8月末になって，漸くこのアセン
タミエント方式に代えて，新しい農民的な土地所有・経営形態として，「農地改革センター（CERA：
Centro de Reforma Agraria）」を導入することを決定し，その創設を政令で公布した。またこれとは別
に，特に林業分野で国営農場的な「生産センター」を同時に導入することを決定した。
　農地改革センターとは，従来のアセンタミエントの様々な欠陥を改良主義的に修正していこうとする
ものであった。すなわち，アセンタミエントは，接収されたフンドごとに導入され，その構成員は旧フ
ンドの上層農民が中心であり，農地が構成員の間で分配されるか，協同組合所有とされるか決定される
まで（3～5年）の期間の，農民と CORAとの過渡的な共同経営であったが，旧フンドに類似した労働
力・経営の構造等さまざまな欠陥を持っていた。だが，農地改革センターは，アセンタミエントと同じ
く過渡的な組織とされたが，アセンタミエントとは異なって，①農民の農業経営への参加の拡大，②農
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業生産の計画化，③労働力雇用の拡大，④生活条件の向上，等々を目的とし，農業改革センター内の農
民の経済的・社会的共同性の増大を追求しようとするものであった。このため接収されたフンドのう
ち，近接するフンドを統合するかたちで地域的なものとして導入され，更に小作農の他に，雇農・季節
労働者・零細農等の下層農民をもそのメンバーとするものであった。
　農地改革センターの農民は，アセンタミエントの農民と同様，旧フンド時代の諸権利（家屋，自留地
等）を認められていたが，たとえば保有地は，灌漑地の場合は 0.5ヘクタールまで，非灌漑地の場合は
1ヘクタールまでと制限されていた［吉田：124―125］。

5．急進党・PDCの再分裂・再編

（1）キリスト教左翼（IC）の成立
　UP政権による改革が，立法上の限界から既成の諸法律を利用したり，実力占拠をも実行する形で前
進される中で，与党の急進党と野党の PDCの内部にさらなる分裂と再編の動きが生じた。アジェンデ
政権は，1970年 10月に UP政権発足を可能にした PDCとの連携関係を重視し，特に「第 3派（Terceri-

stas）」と呼ばれた PDC内の左派と，UP政権発足に協力した中間派のトミッチ派を UPに取り込もう
と努力した。しかし，UPが議会内での少数派であるために議会内外で強引な形で進められる改革の進
展の中でトミッチ派が UPから距離を置き始め，右派のフレイ派が党内の指導権を回復した。これに対
して，ボスコ・パラが率いる党青年部の支持を受けた左派は，指導部が国民党との公式にせよ非公式に
せよ国民党とあらゆる種類の合意を求めることをも禁止するよう党評議会を説得した。しかし，この提
案は否決され，逆にアジェンデ政権の「全体主義的で排他的な精神」を批判する決議に採択された時，
ボスコ・パラや数名の青年指導者，およびフェルナンド・ブセラ，ハイメ・コンチャ，アルベルト・ハ
ミーリョ，ルイス・マイラ，ペドロ・ウラ，ペドロ・ビデラの 6名の下院議員が脱党して，1971年 7

月 30日にキリスト教左翼（IC）を結成した。ICには，1969年 5月の PDC分裂によって結成された
MAPUに参加したチョンチョル農相のほか，グムシオ，シルバ・ソラル，ヘレスがMAPUを離脱して
IC合流した。同年 10月 24日に開催された設立総会において ICは，「キリスト教的で人間主義的な革
命組織」と自己定義した（注 1）。
　しかし，この分裂と ICの結成は，アジェンデや UP側が望んだようには，即ち UPが議会内で多数
派を占めることを成功させるほどの分裂をチリ最大の単独政党としての PDCにもたらすことはできな
かった。PDCを離党した「第 3派」は予想外に少数にとどまったためであった。他方，左派の反逆分
子を排除することに成功したフレイ派は，さらに国民党や民主急進党との戦略的な連携を深めていくこ
とができるようになった。従って，PDCからの左派の分離は，結果的には UPに有利には働かず，逆
に不利な状況を強化することになった。
（2）急進党の再分裂
　1969年 6月に党指導部の左傾化に反発して右派が離党した急進党では，1971年 3月に実施された下
院議員選挙において急進党が大幅に退潮したことを，支持基盤である中間層の UP路線に対する反発で
あると危機感を強めたルイス・ボサイとアルベルト・バルトラの 2上院議員をはじめルネ・アベリウ
ク，エウヘニオ・ベラスコ，マリオ・パピ，マリオ・スチャルペなどの改革消極派が，アジェンデ政権
の成立後に加速される改革路線，特に農地改革に伴う実力行使や工場占拠の増加を前に UP路線から離
反傾向を強め，同年 8月 2日に急進左翼運動（MIR）を結成し，その後急進左翼党（PIR）を結成して
1972年 4月 6日に UPを離脱した（注 2）。その後，1973年 7月にはチリ社会民主党（PSD）に党名を
改称した。
　PIRの成立は，急進党が左傾化して 1971年に開催された第 23回党大会において「急進党は社会主義
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政党であり，その闘争は社会主義社会の建設に捧げられている。（中略）われわれは現実を解釈手段と
して歴史的唯物論と階級闘争の理念を受け入れる」との宣言を発したことが，公務員，ホワイトカラー
労働者，教員などの間の中間層の本来の支持者の多くを失い，また重要な党員の離反を招いたことが背
景にあると理解される。急進党の分裂は中間層の分裂を背景とするものであり，特に PIRの成立は改
革路線の加速化に危機感を強めた一部の中間層の右傾化を意味するものと考えられる。
（3）MAPUの分裂
　1972年 8月 21日に反政府ストが開始され，10月末までの約 2ケ月間，チリ社会は UP及びその改革
を加速させようとする UPの枠外のMIRと，それと連動する社会党左派，MAPU急進派などの急進左
派と，同年 8月 18日に結成された国民党，PSC，急進民主党によって結成された民主同盟（CODE）
に分裂して抗争が激化した。このような国内の対立を緩和するため，アジェンデ政権は軍人を閣内に迎
えて「軍民内閣」を成立させた。「軍民内閣」の組閣により，国内紛争は一定程度緩和され，このよう
な政治環境の中で 1973年 3月 4日に実施された総選挙では UPは躍進したが，3日後にMAPUの分裂
が生じた。
　分裂の原因は実力闘争を重視する急進派と，共産党と連携して合法路線を重視する穏健派の対立であ
った。まず穏健派のガスムールがフェルナンド・フロレス蔵相の支援を得て，党中央委員会の半数を招
集して会合し，アケベドやガレトンを含む 25名の中央委員の除名を強行した。除名された者は，中央
委員会会合が定数を満たしていなかったことを理由に決定の無効を主張した。他方，中央委員会の会合
と並行して，サンティアゴ市内では穏健派が党本部を占拠し，また公用車と系列のラジオ局「ラジオ・
カンデラリア」を確保し，これに対して急進派が反撃するなど市内で抗争を展開した。ガレトンなどの
急進派も独自の中央委員会を開催し，ガスムリ一派を正式に追放し，新たに党本部を設置して対抗し
た。共産党と急進党はガスムリ一派を，社会党左派と ICがガレトン派を支援した。こうして，UPは
共産党，急進党，MAPU労農派（カズムリ派）などからなる合法路線派と，社会党左派，MAPUガレ
トン派，ICとこれらと連携したMIRからなる実力路線派に分かれて革命推進のための主導権の争奪戦
を展開することになる（注 3）。
　こうした UPおよびMIR（注 4）を巻き込んだ路線対立が，国内混乱を助長し，反 UP派に政権打倒
を目指す行動を加速させることになった。同年 4月 19日にはエル・テニエンテ鉱山で，5月 11日には
チュキアマタ鉱山でストライキが発生して国内混乱が悪化し，5月 25日には軍内右派が 6月 27日に向
けたクーデター敢行を決定，6月 3日には「祖国と自由」による共産党本部襲撃事件，6月 27日には立
憲派のプラッツ陸軍司令官暗殺未遂事件，6月 28~29日にはクーデター未遂事件が発生し，7月 25日
にはトラック業者が無期限ストに突入し，同 31日には運送業者，商店がストライキに突入して，8月 4

日には全土に非常事態宣言が布告される事態に至った。こうして，8月 23日にプラッツ将軍が辞任し，
翌 24日に後任の陸軍司令官に就任したピノチェッ将軍指揮下で，9月 11日にクーデターが強行され，
アジェンデ UP政権が崩壊するに至った。

6．チリ 1968～69 年の意味

　1970年に登場したアジェンデ UP政権が成立するには，1958年と 1964年の大統領選挙において共産
党と社会党で結成された FRAPを拡大して，中間層をも社会変革に動員するために急進党や PDCのよ
うな中間層を基盤とする政党に連携の枠組みを拡大する必要があった。このような連携は，1960年代
後半に加速した中間層の急進化が必要条件となった。特に，保守勢力の伝統的基盤となっていた大土地
所有制とその後身である地主制を解体するために農地改革の実現が不可避であった。保守勢力の退潮を
前に急速に勢力を拡大した PDCは，1964年の大統領選挙にフレイを擁立して，PDC政権を成立させ，
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フレイ政権は 1967年に新たな農地改革法を成立させた。しかし，フレイ政権の農地改革は 10万戸の自
作農創出を掲げたものの，実際には 3数千戸を創出するにとどまった。そのため，PDC内の左派にも
フレイ政権に対する批判は強まり，左派は 1969年 5月に PDCを離脱してMAPUを結成するに至った。
こうしたキリスト教勢力の左傾化の背景には 1968年 8月にメデジンで開催された第 2回ラテンアメリ
カ司教会議における「解放の神学」の是認が大きく影響しものと考えられる。特に，「基礎共同体」の
組織化とその拡大は各国のキリスト教会に影響し，チリにおいてもアロヨ神父が主導した「社会主義を
目ざすキリスト者運動」が UP支持を表明するに至った。
　このようなキリスト教勢力の動向を踏まえて，共産党では 1970年大統領選挙に向けて FRAP拡大路
線をとり，1930年代の人民戦線の経験を踏まえて中間層を基盤とする急進党に FRAP拡大路線への参
加を呼び掛けた。その結果，同年 6月の急進党の第 24回党大会では 1960年代に顕著になったキューバ
革命の影響を受けて左派が台頭し，左派が主導権を掌握した結果，右派を追放して，FRAP拡大路線に
同調して UP結成に参加した。このように，PDC左派の台頭と急進党の左傾化を通して UP結成が実現
したのである。
　このような中間層を基盤とした諸政党の左傾化に背景には，下記表が示しているような，1960年代
前半における経済成長と 1967年以後に生じた経済停滞があったと推定される。

　　　　　　　　　　　　〈国民総生産の推移　1960 年代〉 （単位：％）

1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969 1970

GNP 6.2 5.0 4.7 4.2 5.0 7.0 2.3 2.9 3.1 3.4

一人当り GNP 3.6 2.4 2.1 1.6 2.4 4.6 0.0 0.6 0.7 1.0

［出所：吉田 135］

　すなわち，1960年代前半までに達成された安定的な経済成長の結果，中間層の成長が生じたが，
1967年以後の経済停滞の中で中間層の社会的不満が蓄積し，それは中間層の急進化と中間層を基盤と
する諸政党の左傾化をもたらし，UP形成に向けて有利な政治環境を生み出したと考えられる。
　しかしながら，アジェンデ UP政権の成立後，UPが議会内で多数派を制していないことを原因とし
て，特に PDC内に残った左派が党内で少数派に転落し，UP政権の路線に反対する右派が主導権を掌
握するに及んで，反 UP勢力の団結が強められ，他方で改革案が議会を通過できないという情勢の中で，
UP内における路線の対立が激化，実力闘争を主張する社会党左派が UP枠外のMIRと連携して土地占
拠や工場占拠を強化する情勢となり，改革路線に必ずしも同調していなかった中間層の保守化をもたら
す結果となった。
　このような中間層の保守化は，PDCにおける右派の主導権掌握（と左派の分離による ICの結成），
及び急進党の再分裂（と PIRの結成）に典型的に見られた。こうして，チリの政治情勢は二極化し，
少数派であったために政治的主導権を失った UPの崩壊に至ったと考えられる。このような 1970年代
初頭に生じた政治情勢には，同時期における UP政権下における経済停滞が背景として存在していたと
考えられる。
　

〈アジェンデ政権期の経済成長率（％）〉

1970年 1971年 1972年 1973年
経済成長率 3.6 7.7 －0.1 －3.0

［出所：吉田 141］
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　1968～69年における UP成立にいたる政治情勢と，UP政権成立後の 1972～73年における政治情勢
には，中間層の動向が大きく影響したことが指摘できる。すなわち，1960年代後半における中間層の
社会的不満が UP成立をもたらし，次の 1970年代初頭における中間層の政治的・社会的急進化に対す
る危機感が UP政権崩壊をもたらした大きな要因であったと判断される。
　このような政治情勢の変化は，隣国ペルーで生じた事態と同じ特徴をもつものであったと結論しう
る。すなわち，1968年 10月にクーデターを通じて成立したベラスコ軍事政権は，中間層を基盤とした
人民行動党（AP）のベラウンデ政権によって実施された改革措置の不徹底に不満を増幅させた中間層
の消極的支持を確保したが，1973年頃まで進んだ軍内急進派によって推進された社会変革が逆に中間
層を離反させる結果を生じた。このプロセスはチリで生じた現象と類似した傾向を持つものであったと
指摘しうる［小倉 2013a：71―73］。それ故に，チリにおける 1968～69年に生じた事態は，中間層の動
向が中心となって生じた社会・政治的現象であったと結論づけられよう。

7．終わりに

　1968年には，先進資本主義諸国，社会主義諸国だけでなく途上諸国においても，世界史的に歴史的
転換点となる諸事件が発生した。ラテンアメリカ諸国においても，同年にはメキシコの学生運動の高揚
と挫折，ペルーのベラスコ左翼軍事政権の登場，キューバにおける「パディージャ事件」に象徴される
旧有産層や中間層出身の知識人の体制離反問題等，中間層の動向を基盤とする出来事が生じた。
　チリにおいても，上記の諸章において詳述した通り，1968~69年には中間層の動向を背景として UP

が成立し，1970年 11月のアジェンデ UP政権の成立をもたらし，さらに 1972～73年の UP政権の崩壊
をもたらす重要な出来事が生じた。このようなチリにおいて生じた諸現象も，世界的な「1968年」現
象の枠内で生じた出来事であったと考えられる。その意味で，1968年に世界的に生じた諸事件は，こ
れまで認識されてきたよりも，周辺資本主義諸国においてもより広範囲に生じたと考えられ，チリで生
じた出来事も，このような世界的に生じた出来事と同一の世界史的な事件であったと判断される。それ
故にこそ，「1968年」が世界史的に持った意味合いをより詳細に検証する必要性が指摘できよう。本稿
も，そのような必要性を改めて立証したものと考える。

〈注〉
（1）ICはクーデター後，1990年の民政移管まで党員は投獄・拷問される弾圧されたが，ICは 1983年
には社会主義ブロック（BS）に，1987年には統一左翼（IU）に参加した。1990年 11月に議長ルイス・
マイタと 1989年の下院議員に選出されたハイメ・ナランホ，セルヒオ・アギロー議員を含む党員が
ICを離反して社会党に合流したが，ICは 2003年には共産党，MIR等複数の左翼組織が結集した「一
緒にもっと可能だ（JPM：Juntos Podemos Más）」に加盟している。2009年の大統領選挙では JPMの
ホルヘ・アラテを支持した。

（2）急進党から発生した急進党，急進民主党，急進左翼党の 3党のうち急進党はクーデター後に一部を
除いて他の UP加盟諸党に比べて大きな弾圧は受けず，特に公務員の多くは職務を続行した。急進民
主党と急進左翼党はクーデターを支持した。これら 3党は，その後再編され，急進党は 1994年 8月
に急進左翼党の後身であるチリ社会民主党の一部と合流して急進社会民主党（PRSD）を結成し，急
進民主党は中道民主党と改称した後，チリ社会民主党の一部と合流して中道同盟（UC）を結成して
いるが，PRSDと UCを合わせても党勢は 1960年代と比べると大きく低下している。

（3）MAPUの両派はクーデター後，ガレトンの駐チリ・コロンビア大使館への亡命後，エウヘニオ・
ティローニが国外代表に選出されて，アケベドやオヘダに代表された UP再編に障害となる UPに
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MIRを含めた広範な左翼反対勢力の形成を呼びかけるグループを排除して主導権を握り，1980年に
社会党のリカルド・ラゴスらとともに社会主義統合（CS）を結成し，さらに社会主義ブロック（BS）
の結成に参加した。他方，ギジェルモ・オサンドンに代表された少数派は，ガレトンの指導下で
MAPUラウタロ派を名乗って武装闘争を展開したが軍事試験下で治安当局によって壊滅された。
1985年にはかつてのガレトンに代表された急進派とガスムリに代表された穏健派がチリ国内で秘密
裏に合同集会を開催して再統合を実現した。その後，1988年に一部は「民主主義党（PPD）」の形成
に参加し，残りは社会党に入党した。

（4）MIRはクーデター後，軍事政権下で最も厳しい弾圧を受け，書記長エンリケスは 1974年 10月に
治安部隊の急襲によって発生した戦闘の結果死亡，その後はサルバドル・アジェンデ大統領の甥であ
るパスカル・アジェンデが国外から指導した。1977~79年には国内でゲリラ戦を展開するために国
外亡命者の「帰国作戦」を実施するなど積極的は反独裁闘争を展開，1980年前後においても約 3000

名の党員とシンパを擁する組織を維持していた。しかし，1987年に闘争方法をめぐって 3派に分裂，
ヘルナン・アギローを代表する一派は武装闘争の継続を主張，ネルソン・グティエレスを代表とする
一派はMIR政治派を名乗って武装闘争の蜂起を提起，パスカル・アジェンデを代表とする一派は
MIR歴史派を名乗って武装闘争と大衆闘争の結合を主張した。アギロー派とパスカル・アジェンデ
派は軍事政権による激しい弾圧を受けて壊滅状態になったが，その一部はMIR貧民ゲリラ軍（MIR-

EGP）を名乗ってその後も武装闘争を継続している。MIR政治派は民主化プロセスに参加する路線
を選択したが，民政移管後に分裂し一部は社会党他の左翼政党に合流，一部は民政移管によって
MIRの役割は終わったとして政治活動を放棄，カルロス・ラフェルテに代表されるグループが臨時
全国指導部を名乗って他の左翼諸党派との共闘を重視する路線を採り，MIR政治派の元中央委員で
あるデメトリオ・エルナンデスを代表として 1991年にはアジェンデ主義民主左翼運動（MIDA）の
結成に参加し，さらに共産党や ICともに「団結してさらに可能に（Juntos Podemos Más）」（JPM）
に参加しており，2006年からモニカ・キロドゥランが書記長となって労働者，学生等への影響力拡
大をはかる活動を展開している。
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